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はじめに 

 

チェコスロヴァキアにおける民主化を要求し

た運動（「プラハの春」）は、1968 年 8 月 20 日深

夜、ソ連を中心とするワルシャワ条約「5 カ国」

の軍隊（ソ連、東ドイツ、ポーランド、ハンガリ

ー、ブルガリア）により鎮圧され（「チェコ事件」）、

人々の「人間の顔をした社会主義」への期待は粉

砕された。社会主義を維持するために精緻に設計

された「ソ連・東欧圏」の体制は、再び「統制」

を基調とし、日々の暮らしを圧迫した。その傾向

は冷戦時代の「ソ連・東欧圏」を覆い尽くし、「ベ

ルリンの壁」が崩壊する 1989 年まで続いた。「プ

ラハの春」は「ソ連・東欧圏」における数少ない

明るい兆しの一つであり、したがってその鎮圧に

よる失望感は世界各地で共有された。本稿ではチ

ェコスロヴァキアにおける民主化運動が過度に

急進化し、その結果、ワルシャワ条約機構軍の軍

事介入を招いたことを「政治危機」と位置づけて、

以下、分析を進める。 

「プラハの春」については、従来、3 つの視点

から研究が進められてきた。第 1 には、チェコス

ロヴァキア建国（1918 年）、二月事件（1948 年）、

「ビロード革命」（1989 年）、さらには国家分裂

（1993 年）に代表される歴史的な変化のなかに、

「プラハの春」を位置づける研究であり、文化史、

さらにはチェコ人とスロヴァキア人の民族間の

問題が分析の中心にあった (1)。 

第 2 には、「ソ連・東欧圏」における民衆の動

向に焦点を当てた研究であり、東ドイツにおける

6 月 17 日事件（1953 年）、ポーランドにおけるポ

ズナン暴動（1956 年）、ハンガリー動乱（1956 年）、
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本稿では、1968 年のチェコスロヴァキアにおける政治危機の原因について、「ソ連・東欧圏」の

経済改革と 1960 年代のドイツ政治外交に焦点を当てて分析した。 

1968 年の危機は、約 10 年間におよぶ「ソ連・東欧圏」における経済改革の結果であった。経済

改革は度重なる抵抗を受けた。経済相互援助会議（コメコン）の機構改革においては国益をめぐる

論争が激化し、国内経済改革の過程においても保守派による抵抗が繰り返された。 

この結果、チェコスロヴァキアでは政治改革の気運が高まり、「プラハの春」が開始された。し

かし、チェコスロヴァキアへの接近を模索する西ドイツが「プラハの春」の展開に影響を与え、民

主化運動は急進化した。当初、チェコスロヴァキアにおける経済改革に理解を示した東ドイツのウ

ルブリヒトは、チェコスロヴァキアと西ドイツとが接近するシナリオを警戒し、軍事介入を支持す

る決断へと至った。ワルシャワ条約機構軍による軍事介入により「プラハの春」は終焉し、それと

ともに、「ソ連・東欧圏」では「統制」に基づく体制が強化された。こうして、「プラハの春」に対

する軍事介入は、冷戦史における転換点の 1 つとなった。 
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さらにはポーランドの「連帯」運動（1980 年）と

の比較のなかで「プラハの春」の展開が分析され

た。ここではソ連の対応過程、さらには「ブレジ

ネフ・ドクトリン」も研究対象とされた (2)。 

第 3 には、「1968 年」に世界各国で発生したデ

モとの比較検討の視点であり、グローバル化の進

展との関係のなかで 20 世紀の歴史を捉え直す試

みであった。フライ（Norbert Frei）は「グローバ

ルな抗議」という視点を提起している (3)。 

「ソ連・東欧圏」の一断面を照らし出した「プ

ラハの春」は、長年、世界中の関心を集めた出来

事であり、上記の 1～3 の視点に代表される無数

の研究が、民族問題、政治外交、グローバル・ヒ

ストリーの視点から「プラハの春」の経緯を解明

した。しかし他方でそれらの研究では、なぜ 1968

年に政治危機が発生したのか、その危機発生の時

期に対して、明確な答えが準備されていない。「プ

ラハの春」の理念、ならびにソ連による非人間的

な鎮圧（「チェコ事件」）の側面に焦点が集中する

なかで、「ソ連・東欧圏」の構造変動、ならびに

東西ドイツ間の対立について、分析が見落とされ

てきたのである。本稿は研究上欠落した部分（な

ぜ 1968 年に政治危機が発生したのか）を補うた

めに、従来の研究が提起してきた 3 つの視点とは

異なり、「ソ連・東欧圏」における経済改革と 1960

年代のドイツ政治外交の側面に注意して、「プラ

ハの春」の分析を進める。 

とくに冷戦終焉以降、冷戦時代の「ソ連・東

欧圏」に関わる史料が断片的に公開され、研究環

境が整備され、欧米では関連する研究成果が部分

的にまとめられている。東ドイツと東欧との関係

については、ドイツ連邦文書館所蔵史料が公開さ

れ (4)、本稿はその情報を活用する。またヴェント

カー（Hermann Wentker）による 1960 年代の東西

ドイツ関係の分析 (5)、カイザー（Monika Kaiser）

による「ソ連・東欧圏」における経済改革の分析 (6)、

冷戦後に公開された「プラハの春」をめぐる史料

集『プラハの春 1968 年 (7)』、ならびに、「プラハ

の春」をめぐる軍事介入と東ドイツの国家人民軍

（NVA：Nationale Volksarmee）との関係について

分析が進められた『NVAとプラハの春 1968年 (8)』

は、代表的な研究成果ならびに史料集であり、そ

れらの情報も参考にして、本稿では以下の仮説を

実証することを目指す。 

すなわち、1950 年代後半以降、「ソ連・東欧圏」

では経済水準の向上を達成するために、経済改革

が進められた。それは国際レベルにおける経済相

互援助会議（コメコン）（COMECON：The Council 

of Mutual Economic Assistance：ロシア語の略称は

セフ（SEV））の機構改革、また国内レベルにおけ

る限定的な市場メカニズムの導入であった。しか

し経済改革は「ソ連・東欧圏」のなかにゆがんだ

発展方向を促し、その上、「ベルリンの壁」（1961

年）が建設された後、西ドイツが外交の軌道修正

を開始して東欧への接近を模索すると、それに引

き寄せられた東欧のなかの一部で体制の不安定

化が加速した。東ドイツは、東欧へと接近する西

ドイツに反発し、当初、「プラハの春」へと理解

を示していた立場を改め、「プラハの春」の鎮圧

を支持する立場へと至った。これらの結果、1968

年、危機の縮図がチェコスロヴァキアに重なり、

軍事的な鎮圧（「チェコ事件」）という結末へと至

った。 

以下、本稿は第 1 章においてコメコンの機構

改革の実態、第 2 章において経済改革をめぐるチ

ェコスロヴァキアと東ドイツとの比較、第 3 章に

おいて、チェコスロヴァキアにおける「プラハの

春」の展開、第 4 章において東西ドイツとチェコ

スロヴァキアとの関係、第 5 章においてソ連によ

る軍事介入（「チェコ事件」）の経緯について、そ

れぞれ順番に分析を進める。 

 

 

１．コメコンの機構改革と「ソ連・東欧圏」 

１．１．コメコン―――「専門化」と「協同化」 

コメコンの機構改革は、国際レベルの経済改

革（通商・貿易・金融）として、1956 年以降、「国

際分業」の原則を導入することを目的としてはじ

められた (9)。すなわちコメコンの役割として、各

国の経済事情に適した専門分野を加盟国に割り

振る「専門化」の原則が導入されたのである。そ

れと同時にコメコン内部の不均衡を是正するた



清水 聡：「ソ連・東欧圏」における経済改革と政治危機 7 
  

 

 

めに、分野によっては協同して開発・生産に取り

組むために「協同化」の原則も導入された (10)。こ

の「専門化」と「協同化」の原則は、1956 年 5 月

の第 7 回コメコン総会（ベルリン）において受け

入れられ、「ソ連・東欧圏」に新たな力の変動を

生み出した。 

「国際分業」の原則は、1962 年の第 16 回コメ

コン総会において、「社会主義国際分業の原則」

へと発展し、それは「5 か年計画」（1966～1970

年）に反映され、機械・化学など複数分野におけ

る重点的・専門的な開発の推進ならびに該当分野

への集中的投資（「専門化」）が開始された (11)。当

初、東ドイツ指導部はコメコンの機構改革を支持

した。東ドイツの支配政党であったドイツ社会主

義統一党（SED）は通商・貿易問題について、二

国間関係よりもコメコンにおける利害調整に重

点を置くことを望んだ。東ドイツの指導者ウルブ

リヒト（Walter Ulbricht）は「世界の頂点への飛躍

は、我々単独ではなく、また二国間でもなく、む

しろコメコンを通じた共同によってのみ行われ

る。結局はそれが一番の近道であり、最もコスト

のかからない道である (12)」と主張している。 

 

１．２．コメコンの機構改革と東欧各国 

もっともコメコンの機構改革は社会主義に特

有の問題を引き起こした。「専門化」の作業は、

コメコンの中枢で「政治的」に決定され、また「ソ

連・東欧圏」では貿易の際の統一価格体系が十分

に整備されていなかった (13)。コメコンの機構改革

は西ヨーロッパで進むヨーロッパ統合の影響を

受けたが、その西ヨーロッパの統合と比較してみ

ても、西ヨーロッパ統合では需要と供給の動向が

判断材料とされて、淘汰される企業と生き残る企

業（いわば「専門化」の過程）が自動的に決定さ

れた。すなわち「専門化」は、市場の動向により

決定された。また西ヨーロッパでは、同様に市場

の動向が価格を適正な範囲へと導いた。 

これに対してコメコンでは、政治的に「専門

化」が決定された。この様な論理の逆転は、時と

して生産の過剰あるいは欠乏を引き起こし、統一

価格の決定をも困難にさせた (14)。 

さらに世界市場への進出を希望した諸国（東

ドイツ、チェコスロヴァキア、ポーランド、ハン

ガリー）はコメコンの機構改革に賛同し、世界市

場への進出を希望しない諸国（ルーマニア、ブル

ガリア）は機構改革に消極的であり、両者の対立

が深まったこともコメコンの機構改革をゆがめ

る原因となった。カイザーの研究によれば、コメ

コンが超国家機構化することで、各国の主権が制

限されることについてルーマニアの指導者チャ

ウシェスク（Nicolae Ceaușescu）は危惧したとさ

れる。チャウシェスクのビジョンはルーマニアが

東ドイツから灌漑システムの技術を取り入れ、他

方、ルーマニアは東ドイツへとトウモロコシを提

供することであった。しかしウルブリヒトはこれ

に対して、コメコンの機構改革が各国の主権の制

限へと向かわないことを主張し、「仮にコメコン

のなかで新しい方法をとり入れないのならば、

我々、社会主義諸国は資本主義諸国の背後にとど

まりつづけることになるだろう」と指摘した (15)。

ウルブリヒトは西ドイツとの経済競争に打ち勝

つため、コメコンの機構改革を切望していた (16)。 

 

１．３．コメコンの機構改革と「4 カ国グループ」 

さらに東欧諸国の指導部の間では、西ヨーロ

ッパ統合と比較して、コメコンが取り残されてい

ることについて不満が表明された。1966 年 7 月、

ブカレスト会議においてウルブリヒトは、不満を

示す諸国（ポーランド、ハンガリー、チェコスロ

ヴァキア、東ドイツ）を「4 カ国グループ」とし

て束ね、コメコンの機構改革を呼び掛けた。しか

しルーマニアからの反対によりコメコンの機構

改革は進展しなかった。第 20 回コメコン総会

（1966 年 12 月）において、ルーマニアは原料供

給地の立場へと固定化されることを危惧し、コメ

コンの機構改革に反発した。ハンガリーならびに

ポーランドの代表はルーマニアを非難し、議論は

紛糾し、結果、コメコンの機構改革は進展しなか

った (17)。すなわち、工業国に位置づけられた「4

カ国グループ」は、「国際分業」の観点から、さ

らなる工業化を多国間主義に基づいて目指し、農

業国と見なされたルーマニアは自国が不利な立
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場（原料供給地）へと追い込まれることを警戒し

て、従来と同様の二国間主義（ソ連と東欧各国と

の間の二国間関係）を要望したのであった。 

コメコンの機構改革が進展しなかったことに

より、「4 カ国グループ」は 2 つの方向へと分裂し

た。第 1 の方向は、通商の自由化を提案したチェ

コスロヴァキア（1966 年 9 月）、ならびにコメコ

ン域内に新たな通貨を導入することを提案した

ポーランド（1968 年 3 月）に代表されるグループ

であり (18)、この自由化路線の延長線上に、「プラ

ハの春」の際に経済改革の検討に取り組んだシク

（Ota Šik）の改革構想は位置づけられた。第 2 の

方向は、計画経済体制の範囲内において、効率化

を目指した東ドイツの方針であった。ブカレスト

会議（1966 年 7 月）以降、次第に東ドイツは、チ

ェコスロヴァキアとポーランドの方針に距離を

置きはじめた。 

コメコンの機構改革が進展しなかったことは、

「プラハの春」の理論的支柱の一人であったシク

の経済改革構想を急進化させた。そのことは東ド

イツが「プラハの春」への警戒を強める原因とも

なった。 

 

 

２．経済改革 
２．１．「集権化モデル」と「分権化モデル」 

国際レベルにおける経済改革（コメコンの機

構改革）とほぼ同時期に「ソ連・東欧圏」では、

国内レベルにおける経済改革が進展していた。す

なわちソ連においては、1962 年に経済学者のリー

ベルマン（Evsei Liberman）による論文が発表さ

れ (19)、1965 年には「コスイギン改革」が開始さ

れ、市場原理の部分的導入と限定的な企業の利潤

追求にかかわる方針が検討された (20)。チェコスロ

ヴァキアではシクによる経済改革構想が検討さ

れ、また東ドイツにおいても経済改革が「新経済

システム（NÖS）」として開始されていたのであ

る。これらの経済改革（あるいは改革構想）は、

「プラハの春」前後の「ソ連・東欧圏」の状況を

特徴づけていた。チェコスロヴァキアにおいては

経済改革が政治改革（民主化）へと発展すること

で「プラハの春」へと至り、東ドイツでは経済改

革と政治改革は連動しなかった。後述するように、

改革の担い手（改革派）が経済専門家に限定され

た東ドイツに対して、チェコスロヴァキアでは政

治改革の実現も目指す多様な集団から改革派は

構成されていた。そこに「プラハの春」が経済改

革から政治改革へと急進化した理由があった。 

なお東欧各国の間には経済改革のモデルにつ

いて「差異」が存在していた。それらの「差異」

は一般的に、「集権化モデル」（ソ連、ポーランド、

東ドイツ、ルーマニア、ブルガリア）と、「分権

化モデル」（チェコスロヴァキア、ハンガリー）

とに分類される。「集権化モデル」は、従来の計

画方式を維持し、経済の効率化を促すために部分

的に市場メカニズムの実験を行ない、「分権化モ

デル」は 1950 年代末にポーランドの経済学者ブ

ルス（Włodzimierz Brus）により提起され、1960

年代後半にチェコスロヴァキアにおける経済改

革の検討に取り組んだシクによって展開され、市

場メカニズムを最大限に利用しようとする構想

であった (21)。このような「集権化モデル」と「分

権化モデル」の分類を前提として、以下、チェコ

スロヴァキアと東ドイツにおける経済改革の展

開を探る。 

 

２．２．チェコスロヴァキア―――シクの改革 

チェコスロヴァキアでは、1958 年に、計画と

管理にかかわる権限を下部機構へと委ねること

を目的とした経済改革（分権化措置）が実施され

た（第一次経済改革 1958～59 年）。しかし中央の

制約が残存し、経済改革は頓挫した。保守派が集

権化措置に着手にすることで巻き返しを目指し

たのである (22)。 

シクによれば、1958 年から経済改革の取り組

みが試みられたものの、旧来の手続（換言すれば、

中央による統制）が継続され、チェコスロヴァキ

ア経済の「量的発展」から「質的発展」への転換

は進まなかったとされる。シクはこのことについ

て、1958～59 年に企業に限定的な自主性が認めら

れ、それにより新たな工場が稼働し、それらは目

標を達成したが、その後に開始された第 3 次 5 カ
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年計画（1960～65 年）により再び非効率な中央指

令方式が導入され、いくつかの発展の可能性が閉

ざされてしまった、と指摘している (23)。 

しかし、第 3 次 5 カ年計画は、1962～63 年の

チェコスロヴァキアにおける経済危機のなかで、

1962 年 7 月に党により放棄され、その後は 1 年計

画が 1963～65 年まで繰り返されることとなっ

た (24)。 

片岡の研究によれば、1962～63 年の経済危機

は、経済制度の欠陥と同時に、それ以外の要因、

すなわち、①「1961 年のベルリン危機による軍事

支出増」、②「中ソ対立の影響による中国との貿

易の崩壊」、③「1962～63 年の異常寒波の影響」、

④「ソ連から予定されていた鉄道用資材や穀物が

入らなかったこと」が重なったことにあったとさ

れる。その結果、1963 年には、「燃料や電力不足

から夕方の街灯は消すことが命令され、また深刻

な肉不足のために肉屋の前には長い行列ができ、

政府はレストランに週 1 回の肉なしデーを命令す

るありさまであった」とされる (25)。 

経済停滞が続くなかで、1964～65 年には、改

革派の影響力が党内で増大した。1965 年にはシク

を中心とした経済改革が開始された（第 2 次経済

改革）。しかし、「小スターリン」として 1953 年

に党第一書記に就任し、統治にたずさわったノヴ

ォトニー（Antonín Novotný）を中心とする保守派

は、既得権益の喪失を危惧し、改革の推進に対し

て非協力的な姿勢をとった。保守派の抵抗により、

経済改革は十分な成果をあげられなかった。シク

は、1967 年までの経済改革において、自分の考え

の 4 分の 1 程度しか反映されなかったと発言して

いる (26)。このように政治レベルの抵抗は、シクに

政治改革の必要を認識させた (27)。またシクはこの

後、市場メカニズムを最大限に利用すること、す

なわち「分権化モデル」に相当する経済改革の追

求へと向かった。 

 

２．３．東ドイツ―――「新経済システム」 

他方、東ドイツにおいても、1963 年以降、経

済改革が開始されていた。それは社会主義経済に、

限定的な市場原理を導入する計画であった。 

東ドイツの経済改革の前史はウルブリヒトに

よる西ドイツへの対抗政策であり、「西ドイツに

追いつき、追い越す」ことであった。しかし、「奇

蹟の経済復興（Wirtschaftswunder）」を 1950 年代

に遂げた西ドイツに対して、国力の差は縮まらな

かった。さらに SED 第 5 回党大会において誤った

計画が立案されたことにより、1959 年以降、東ド

イツでは経済危機が深刻化した。農業集団化の影

響が重なり、東ドイツから西ドイツへと逃亡する

人々の増加は、ウルブリヒトに「壁」の建設を急

務とさせた。1961 年、「ベルリンの壁」が建設さ

れた。東ドイツ指導部は物理的な「壁」の建設と

いう最終手段に頼ることで、政治的な「安定」を

確保した。 

1962 年 11 月、ウルブリヒトはリーベルマンの

論文の影響を受けて、経済改革の開始へと踏み出

した。すなわち「科学－技術進歩」の重要性、さ

らに「現代の指導的科学方法、とくに産業分野の

技術的・経済的研究領域へのサイバネティックス

の応用」が必要であることを主張したのである (28)。 

経済改革の推進に当たってウルブリヒトは、

「若い世代」の経済専門家を改革推進グループと

して政治局に招集し、新たな経済改革の立案を開

始した。それらの改革派はアーペル（Erich Apel

（46 歳））、ミッターク（Günter Mittag（37 歳））、

ヴォルフ（Herbert Wolf（38 歳））、ベルガー

（Wolfgang Berger（42 歳））（括弧内は 1963 年当

時の年齢）に代表された (29)。1963 年 1 月 15～21

日、SED 第 6 回党大会が開催され、ウルブリヒト

は経済改革が重要であることを主張した。さらに

ウルブリヒトは、6 月 24 日に、「多くの古い慣習

や方法との断絶を必要とする」ことが改革に求め

られると力説した (30)。 

1963 年 7 月、アーペルによって設計された「新

経済システム」の導入が決定された。「新経済シ

ステム」は計画と管理に関わる中央の権限を縮小

し、個別の工業部門に、投資、価格決定、原材料

の調達、生産、商品の売れ行きの管理について計

画策定の権限を与えた (31)。「新経済システム」は

労働者や企業の「物質的関心」や「利潤」の追求

を尊重し、それにより東ドイツ経済の発展を促す
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ことが目的とされた。実際、1964、65 年の労働生

産性は、約 6～7％上昇し、東ドイツの経済成長率

は、同時期に、5％に達した (32)。 

企業に独自のイニシアチブや限定的な利潤の

追求を認める経済改革（「新経済システム」）は、

リーベルマン論文を東ドイツへと応用させた結

果でもあった。そしてその理論的支柱はアーペル

であり、アーペルは、チェコスロヴァキアのシク

の立場に相当していた。 

しかし、東ドイツにおいても「新経済システ

ム」の進展に伴い、自らの政治的・経済的な利権

が掘り崩されることに危機感を持ちはじめた保

守派が形成されはじめた。それは、ホーネッカー

（Erich Honecker）を中心とした保守派の集団であ

り、経済専門家が立案した経済改革に段階的に抵

抗を試みた。さらに、ソ連において 1964 年 10 月

にフルシチョフ（Nikita Khrushchev）が失脚し、

新たにブレジネフ（Leonid Brezhnev）を中心とし

た指導部が形成されると、改革を抑制する圧力が、

ソ連からかかりはじめた。 

1965 年 11 月 27～29 日、長期貿易協定を締結

するため、ブレジネフは非公式に東ドイツを訪問

した。同協定は東西ドイツ間の貿易を制限し、「ソ

連・東欧圏」へと東ドイツの貿易を強く組み込む

ものであった。これに対してアーペルは、長期貿

易協定の締結が東ドイツ経済ならびに新経済シ

ステムの進展に悪影響を及ぼすと判断した。しか

しソ連の圧力により東ドイツは長期貿易協定の

受け入れを余儀なくされた。12 月 3 日、アーペル

は謎の自殺を遂げた。 

経済改革の理論的な支柱を失った後、東ドイ

ツでは 1965 年 12 月、SED 中央委員会第 11 回総

会が開催され、経済改革の方針は改められた。SED

は「統制」へと舵を切ったのである。1967 年 4 月

に、ウルブリヒトを中心として、再び経済改革が、

「社会主義経済システム」として開始されるが、

その時期まで東ドイツでは、国内の「統制」が強

められた (33)。 

 

２．４．「改革派」と「反改革派」 

政治指導部のなかの「改革派」と「反改革派」

（保守派）の図式を、ここで簡潔にまとめておき

たい。東ドイツでは、ウルブリヒトにより招集さ

れた経済専門家（改革派）の進める経済改革に対

して、ホーネッカーを中心とした保守派（反改革

派）が対抗する図式となっていた。そして、東ド

イツの改革は「文化」の領域よりも「経済」の領

域に比重が置かれた (34)。 

他方、チェコスロヴァキアでは、「改革派」は

多様な集団から構成されていた。第 1 には政治改

革への関心の高いドプチェク（Alexander Dubček）、

スムルコフスキー（Josef Smrkovský）、チェルニー

ク（Oldřich Černík）であり、第 2 には民族問題（ス

ロヴァキアの権利拡大）への関心の高いフサーク

（Gustáv Husák）、第 3 には経済改革への関心の高

いシク、セルツキー（Radoslav Selucký）、フイー

ラー（George Shaw Wheeler）を中心とした経済学

者やエコノミストであった。この「改革派」の周

囲に、文化人、知識人、さらには作家が共鳴する

場が形成された。「改革派」が多様な集団から構

成されたことは、「プラハの春」を国民的な関心

事へと高める効果をもつと同時に、改革の急進化

を招いた。すなわち改革を「経済」の領域に限定

して、改革が急進化する可能性を取り除いた東ド

イツと、改革を経済改革から政治改革へと急進化

させたチェコスロヴァキアとの違いがここに生

じたのである。 

他方、チェコスロヴァキアにおける「反改革

派」は当初、ノヴォトニーであった。しかしノヴ

ォトニーは、1968 年 1 月に第一書記の座を降り、

また 3 月には大統領職を辞任し、完全に失脚した。

その結果、「プラハの春」以降は、ワルシャワ条

約「5 カ国」（ソ連、ポーランド、東ドイツ、ハン

ガリー、ブルガリア）の影響を受けた、インドラ

（Alois Indra）、コルデル（Drahomír Kolder）、ビ

リャク（Vasiľ Biľak）が「反改革派」であった (35)。 

コメコンの機構改革以降のゆがんだ発展方向

（非効率な中央指令の方式）は、経済改革のなか

で政治改革を求める気運を増幅させ、1968 年、チ

ェコスロヴァキアは危機的状況へと向かった。す

なわち、経済改革を制止させた東ドイツと異なり、

チェコスロヴァキアは経済改革を急進化させ、そ
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の結果、「プラハの春」において民主化への要求

を制御できなくなったのである。 

 

 

３．「プラハの春」とチェコスロヴァキア 

 

1967 年、チェコスロヴァキアでは改革を求め

る声が、経済、政治の領域を超え、文化人、知識

人、さらには作家から発せられはじめた。チェコ

人とスロヴァキア人の民族間の問題も重なり、変

化を求める声は増幅した。これらの声は「プラハ

の春」へと至る前提を形作った。検閲が廃止され、

作家同盟が声を上げた。フサークは民族問題につ

いて独自の見解をまとめた。ノヴォトニー体制の

「統制」が批判にさらされた。 

1967年 12月、プラハを訪問したブレジネフは、

ノヴォトニー体制にもはや統治能力が失われて

いることを知り、ノヴォトニーに代わる新たなリ

ーダーの選出を模索しはじめた。1968年 1月 3日、

チェコスロヴァキア共産党中央委員会総会にお

いて、ノヴォトニーは第一書記の座を降り、ドプ

チェクが新たに就任した。ドプチェク指導部にお

いて副首相に就任したシクは、経済改革の検討に

取り組んだ。 

「プラハの春」の経済改革構想は、従来の「分

権化モデル」に沿った経済改革の延長線上にあっ

た。しかしとくに次の 2 つの点において、「プラ

ハの春」の改革構想には従来の経済改革の領域を

超える内容が含まれていた。第 1 には、政治改革

を促進させるために、「労働者の民主的な自主管

理 (36)」を目指した点である (37)。第 2 には、通商・

貿易において、チェコスロヴァキア経済を世界市

場へと開放することであった。シクはコメコンの

仕組みを批判し、打開策として、「資本主義世界

の国々との通商が必要である」ことを主張した (38)。 

「プラハの春」における包括的な改革への方

針は、1968 年 4 月に『行動綱領』としてまとめら

れた (39)。その際、『行動綱領』における経済改革

に関する部分はシクを中心にまとめられ、そのな

かの通商と貿易に関する内容は東ドイツ指導部

を警戒させた (40)。 

すなわち『行動綱領』では通商と貿易に関し

て次のように指摘されたのである。「世界市場の

圧力にわが国経済を開放するには、独占的な外国

貿易から行政的概念を追放し、外国との取引にお

ける指令的管理を除去することが必要である (41)。」

『行動綱領』は、通商と貿易を国家の制限下に置

くことを経済の原則としていた東ドイツ指導部

の方針と相容れなかった。さらに東ドイツ指導部

にとっては、チェコスロヴァキア経済が西側（と

くに西ドイツ）の市場主義へと取り込まれる危険

性も問題であった。実際、西ドイツは 1967 年 8

月に、チェコスロヴァキアとの間で通商代表部を

設置することについて合意に達していた。 

 

 

４．「プラハの春」とドイツ政治外交 

４．１．「プラハの春」と西ドイツ 

1961 年、「ベルリンの壁」が建設された後、西

ドイツは外交の軌道修正を開始し、「ソ連・東欧

圏」への積極的な関与を目指していた。とくに東

欧諸国との間に通商代表部を設置することを追

求し、経済的な接近を切っ掛けとして現状の改善

を模索したのである。それは、「ベルリンの壁」

の出現によって広がった東ドイツとの距離を埋

め合わせるために、「ソ連・東欧圏」への接近を

目指した打開策であった (42)。 

1963 年春～1964 年春にかけて、西ドイツは、

ポーランド、ルーマニア、ハンガリー、ブルガリ

アの順番に、通商代表部の設置について合意に達

した。そして 1967 年 8 月、西ドイツはチェコス

ロヴァキアとの間においても、通商代表部の設置

について合意に達した。また西ドイツは 1968 年 1

月、ユーゴスラヴィアとの国交回復を達成させた。

西ドイツの進める「ソ連・東欧圏」への接近は、

東ドイツ指導部に心理的な圧迫感を与えた。とく

に 1964 年、フルシチョフが失脚した後、ソ連の

後継指導者となったブレジネフは、西ドイツの

「ソ連・東欧圏」への接近を警戒し、東ドイツ指

導部もブレジネフの意向に歩調を合わせてい

た (43)。 

1968 年 3 月 21 日、チェコスロヴァキアにおい
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てノヴォトニーが大統領の地位を失った時期、西

ドイツはチェコスロヴァキアの新しい指導部へ

の接近も開始した。1968 年 4 月、西ドイツの外務

省政策企画室長バール（Egon Bahr）（ドイツ社会

民主党）は非公式にプラハを訪れ、チェコスロヴ

ァキア指導部と会談し、西ドイツにはチェコスロ

ヴァキアへの支援の用意（2 億～3 億ドイツマル

クのクレジット）があることを伝えた (44)。 

チェコスロヴァキアへと西ドイツが接近を進

めるなかで、ドプチェクは「プラハの春」を前進

させた。東ドイツのウルブリヒトは、西ドイツの

動向を警戒し、1968 年 3 月、ワルシャワ条約「5

カ国」（ソ連、東ドイツ、ポーランド、ハンガリ

ー、ブルガリア）とチェコスロヴァキア指導部と

の間の会談において、西ドイツがチェコスロヴァ

キアに付け入り、また敵が心理戦を展開している

ことを主張した (45)。 

さらに 1968 年 5 月、東ドイツ指導部は、「緊急

事態法」（Notstandsgesetze）の成立を目指す西ド

イツ国内の動向も警戒した。「緊急事態法」は西

ドイツが安全保障上の制度の再設計を進めた手

続であったが、東ドイツ指導部は東ドイツが軍事

上の脅威に直面していると捉えた (46)。1960 年代

後半、西ドイツは「ソ連・東欧圏」への接近を模

索し、また安全保障環境の再検討を進めた。それ

により、東ドイツの外交は守勢に立たされていた。 

 

４．２．「プラハの春」と東ドイツ 

「プラハの春」を阻止するために最も強硬に

軍事介入の必要を主張したのは東ドイツであっ

た。しかし冷戦後の新史料を用いたカイザーの研

究によれば、ウルブリヒトは当初、「プラハの春」

の展開を歓迎したとされる。そこでは次のような

見取り図が示されている。―――ウルブリヒトは、

ノヴォトニーは変革を進めることができないだ

ろうし、「ノヴォトニーから何の現実的な改革も

期待できないだろう」と述べ、1968 年 2 月の段階

では、ドプチェクの改革に期待を寄せていた。し

かし、「プラハの春」が急進化するなかで、ソ連、

ポーランド、ブルガリアは、改革を抑制させるた

めにドプチェク指導部への対外的圧力を強めた。

ウルブリヒトは、チェコスロヴァキアはこれまで

（1948～67 年）の誤った発展方向を修正しなけれ

ばならないという持論にこだわったものの、ドプ

チェク指導部の改革は拙速に進められていると

いう評価へと傾いた。ウルブリヒトが「プラハの

春」への態度を決めかねている間に、ホーネッカ

ーを中心に、イデオロギーならびに治安を統轄す

る幹部が、「プラハの春」への攻撃を開始した。

1968 年 3 月 25 日、東ドイツのイデオロギー政策

において影響力を持っていたハーガー（Kurt 

Hager）が、ホーネッカーとの合意の下、哲学総

会においてチェコスロヴァキアの改革を批判し

た。この批判は「ソ連・東欧圏」を揺さ振り（ド

プチェク指導部は反発した）、「プラハの春」の進

展を阻止することを求める立場を正当化する効

果を持った。ウルブリヒトは引き続き（チェコス

ロヴァキアへの軍事介入の決定に至るまで）、ド

プチェク指導部が国内の制御に成功することに

期待した。しかし、東ドイツ指導部の一員である

ハーガーが態度表明をしたことにより（それは、

ホーネッカーの後押しを受けていた）、東ドイツ

が「プラハの春」の阻止を目指す強硬な路線を追

求しているものと「ソ連・東欧圏」では認識され

はじめた。これによりウルブリヒトは、次第に軍

事介入の実施を選択する立場へと追い込まれ

た (47)。 

このカイザーの説は 3 月 25 日の哲学総会の役

割を明確にしたことにより説得力がある。しかし

いくつかの点において修正が必要であると思わ

れる。第 1 に、ハーガーはすでに 1966 年 1 月の

プラハ訪問の際にチェコスロヴァキアの文化政

策を警戒していた。すなわち哲学総会における発

言は、ウルブリヒトを追い落すために仕組んだ発

言というよりは、文化政策を担当する東ドイツの

責任者として、チェコスロヴァキアにおける改革

の行方を憂慮し、その結果、自己の立場を率直に

表現した発言と捉える方が妥当である。第 2 に、

ウルブリヒトは「プラハの春」を進めるシクの立

場について、「資本主義経済の概念を混同してい

る。経済領域にコスモポリタン政策」を広めてい

ると非難し (48)、強く警戒していた。すなわちウル
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ブリヒトはドプチェクの改革に期待を寄せつつ

も、その実体（世界市場への開放：『行動綱領』）

が明らかになりはじめると、「プラハの春」が東

ドイツの経済改革、さらには東ドイツの存立その

ものに深刻な危機をもたらすと認識しはじめた

のである (49)。第 3 に、ウルブリヒトにとって『行

動綱領』が主張するチェコスロヴァキア経済の世

界市場への開放は、西ドイツ市場への開放と同義

と受け止められた。「プラハの春」に至る過程に

おいて、西ドイツがチェコスロヴァキアへの接近

を試みていたのである (50)。ウルブリヒトは、西ド

イツとチェコスロヴァキアが「プラハの春」を通

じて、経済外交上の取引を交わす可能性について

も警戒していた。 

これらの点を総合すると、ウルブリヒトは「ソ

連・東欧圏」のなかで東ドイツの経済改革（NÖS）

への理解と同調を広げるために、当初、経済改革

に理解を示さないノヴォトニーの失脚を歓迎し、

ドプチェク指導部に期待を寄せたが、「プラハの

春」の実体が、経済改革から政治改革への急進化

として明らかになるにつれて警戒を強めた、と把

握する方が適切であると思われる。ウルブリヒト

にとって重要なことは、「西ドイツに追いつき、

追い越す」ための経済改革であり、政治改革は不

要であったのである。それと同時に、哲学総会に

おけるハーガーの発言は、ウルブリヒトの政策選

択の幅を狭め、最終的に軍事介入の支持という決

断に至らせたのである。こうして 1968 年、危機

の縮図がチェコスロヴァキアに重なった。 

1968 年 5 月、ワルシャワ条約「5 カ国」（ソ連、

東ドイツ、ポーランド、ハンガリー、ブルガリア）

による秘密会議が開催され、軍事介入の可能性が

示唆された。その際、軍事介入を主張した急先鋒

は東ドイツであった (51)。 

 

 

５．「プラハの春」の終焉 

５．１．チェコ事件 

1968年 6月 21日、ヴァツリーク（Ludvík Vaculík）

により『二千語宣言』として民主化の要求がまと

められた。『二千語宣言』が国際的に話題を集め

るなかで、ワルシャワ条約「5 カ国」は、ドプチ

ェク指導部が、文化人、知識人の制御に失敗して

いると判断した。さらに『二千語宣言』が、他の

「ソ連・東欧圏」の文化人、知識人に影響を与え

る可能性も危惧され、ワルシャワ条約機構軍によ

る軍事演習が進められた。7 月 2 日、SED 中央委

員会政治局において、ウルブリヒトは『二千語宣

言』の内容について指摘し、またワルシャワ条約

機構軍による軍事演習の経緯について、許可なく

外部に公表してはならないことが伝えられた (52)。 

他方、ドプチェク指導部はチェコスロヴァキ

ア共産党中央委員会（1968 年 5 月 29 日～6 月 1

日）において、9 月 9 日に臨時党大会を招集する

ことを決定していた。臨時党大会は、ドプチェク

指導部（改革派）が足場を固める舞台となること

が想定された。この結果、ソ連は 9 月 9 日までに

何らかの結論を導き出す必要に迫られた。 

7 月 4 日、東ドイツ指導部は政治局において、

ドプチェク指導部を「反社会主義勢力」に位置づ

け、チェコスロヴァキア社会を分断しているとし

て警戒した (53)。また 7 月 23 日、東ドイツ指導部

はチェコスロヴァキアと西ドイツとの国境の警

備を強化することが必要であることを政治局に

おいて検討した (54)。危機感の高まりが指導部のな

かで共有されはじめた。 

1968 年 8 月中旬、チェコスロヴァキアの改革

を支持するユーゴスラヴィア大統領ティトー

（Josip Broz Tito）、ならびにチャウシェスクが相

次いでプラハを訪問した。ほぼ同時期に、ウルブ

リヒト、さらにはハンガリー社会主義労働者党書

記長カーダール（Kádár János）が「プラハの春」

の見直しをドプチェクに強く迫った。ブレジネフ

も電話会談を通じてドプチェクへの説得を試み

たが、ドプチェクは臨時党大会の準備に邁進した。

こうして、8 月 20 日深夜、ワルシャワ条約「5 カ

国」の軍隊（ソ連、東ドイツ、ポーランド、ハン

ガリー、ブルガリア）がチェコスロヴァキアへの

軍事介入を開始した。軍事介入の最終決断の際に

は、ソ連外相グロムイコ（Andrei Gromyko）がブ

レジネフに決断を促したとされる (55)。 

8 月 21 日、チェコスロヴァキアは占領され、
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「プラハの春」は終焉した。軍事介入の際、ユー

ゴスラヴィアに滞在していたシクは亡命を決断

した。軍事介入の後、チェコスロヴァキアの新し

い指導者となったフサークは、言論統制を再開し、

チェコスロヴァキアにおいて改めて「統制」の時

代が開始された (56)。 

 

 

おわりに 

本稿は、1968 年にチェコスロヴァキアにおい

て政治危機が発生した要因について、「ソ連・東

欧圏」における経済改革、ならびに 1960 年代の

ドイツ政治外交に焦点を当てて分析した。 

1968 年に発生した政治危機は、ほぼ 10 年間に

およぶ「ソ連・東欧圏」における長期的な経済改

革の帰結であった。経済改革は様々な抵抗を受け、

ゆがんだ発展方向を導き出していた。すなわち、

コメコンの機構改革に際しては国益の衝突が、国

内の経済改革に際しては保守派による抵抗が、そ

れぞれ繰り返されたのである。 

この結果、チェコスロヴァキアではシクを中

心に政治改革の気運が覚醒された。そして西ドイ

ツがチェコスロヴァキアへと接近を模索するな

かでドプチェク指導部は、チェコスロヴァキアに

おける民主化運動（「プラハの春」）を急進化させ

た。当初、チェコスロヴァキアにおける経済改革

に理解を示した東ドイツのウルブリヒトは、チェ

コスロヴァキアと西ドイツとが接近するシナリ

オを警戒し、軍事介入を支持する決断へと至った。 

「プラハの春」の終焉により、「ソ連・東欧圏」

では再び、「統制」に基づく体制が強化された。

それは 1989 年に「東欧革命」が開始されるまで

続いた。なお、「統制」のなかで、「ソ連・東欧圏」

の人々はどのような日々を送っていたのか、その

点についての分析は今後の研究課題である。 
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 Economic Reforms and Political Crisis in the “Soviet Union and 
Eastern Europe” 

German Political Diplomacy and the “Prague Spring” in the 1960s 

Soh SHIMIZU＊1 

This paper analyzes the causes of the political crisis in Czechoslovakia in 1968 with focusing on economic 
reforms in the “Soviet Union and Eastern Europe” and German political diplomacy in the 1960s. 

The political crisis that occurred in 1968 was the result of long-term economic reforms in the “Soviet Union 
and Eastern Europe” that lasted for about 10 years. Economic reforms were faced with persistent oppositions 
and had led to unstable development. The controversial disputes with national interests were heated in the case 
of the structural reforms of the Council of Mutual Economic Assistance (COMECON), and oppositions led by 
conservatives were repeated during domestic economic reforms in the “Soviet Union and Eastern Europe.” 

As a result, the momentum for the political reform aroused in Czechoslovakia which led to the “Prague 
Spring.” However, West German diplomacy that attempted to approach Czechoslovakia influenced for the 
“Prague Spring,” and democratic movement in Czechoslovakia was radicalized. East German political leader, 
Walter Ulbricht, sympathized about the economic reform in Czechoslovakia at first. However, he worried 
gradually about the scenario that Czechoslovakia and West Germany approached each other. After that, he 
decided to support military intervention. The military intervention by the Warsaw Pact Forces ended the 
“Prague Spring.” With the end of the “Prague Spring,” the system based on “control” was strengthened in the 
“Soviet Union and Eastern Europe.” Military intervention against the “Prague Spring” became one of the 
turning points in the history of the Cold War. 
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